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2026年 10月 28日 

東京都千代田区霞ヶ関 2-2-1 

外務大臣 茂木敏充 殿 

 
米国の攻撃にさらされる国際刑事裁判所（ICC）への支持の要請 

 
外務大臣 茂木敏充 殿 

 
私たち下記署名団体は、米国政府から極めて強い圧力を受けている国際刑事裁判所

（ICC）について、日本政府が毅然とした、原則に基づく姿勢で ICCを支持するよ

う要請いたします。 

ご承知のとおり、米国政府は 2026年 10月 9日、ICCそのものに制裁を科しまし

た。これは、国際正義と法の支配に対する前例のない攻撃です。今回の制裁は、米

国やイスラエルの当局者の訴追を阻むために ICCの解体を狙うトランプ政権が、攻

撃をさらにエスカレートさせたものです。世界各地の重大な国際犯罪の被害者に正

義をもたらすことこそが ICC設立の目的であり、米国政府による ICCへの攻撃は、

まさにそれを脅かすものです。 

ICCは、誰も法の上に立つことがないようにするためにこそ存在しており、最後の

砦であるこの重要な裁判所を守る責任は、すべての締約国にあります。ルールに基

づく国際秩序を重んじる締約国として、またアジア太平洋地域の主要国として、日

本政府が果たすべき役割は極めて大きいものです。さらに日本政府は、現所長の赤

根智子判事を含め、これまで 3人の ICC判事を送り出してきました。その赤根所長

自身も 8月に米国の制裁対象とされており、日本政府には ICCを守る特別な責任が

あると考えます。 

日本政府が 10月 10日、カナダ、デンマーク、フランス、ドイツ、イタリア、オラン

ダ、英国の外相とともに共同声明を発出し、米国の制裁を「遺憾に思い、強く反

対」すると表明したことは、重要なメッセージとなりました。2025年 2月以降、有

志の締約国による共同声明が何度か出されてきましたが、日本はこれまでいずれに

も加わっていなかっただけに、今回の参加は意義ある一歩と受け止めております。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/pressit_000001_04275.html
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日本も構成国となっている ICC締約国会議議長団（ビューロー）が声明を出したこ

とも、心強く受け止めています。ICCに不可欠な政治的支持を今後さらに強め、広

げ、継続していくため、以下を要請します。 

1. あらゆる機会を捉えて、米国政府による ICCへの制裁を強く非難すること。

ICCとその世界的な使命への揺るぎない支持を改めて表明し、ICC、その職

員、ICCに協力する人々への制裁を可能にしている米国大統領令の撤回を求

めること。11月 2日の国連総会での ICC年次報告審議や、ハーグで開かれる

次回締約国会議は、その重要な機会です。 

日本などは、米国を含む「非締約国との建設的かつ包括的な対話」に取り組

む姿勢を示してきました。こうした対話は、一貫した、原則に基づくもので

なければなりません。対話の主眼は、ICCへの支持を示し、ICCに対する制

裁への反対を伝えることに置かれるべきです。ICCの司法機能・訴追機能の

独立性に（たとえ間接的であっても）圧力をかけるような、トランプ政権と

の「妥協」を探る方向に向かってはなりません。まして、訴追免除や補完性

などの問題をはじめ、ローマ規程の根幹を実際に損なう措置をとることな

ど、あってはなりません。 

この点は、日本政府にとって特に重要と考えます。大臣は 10月 9日のメッセ

ージで、制裁を深く懸念すると表明される一方、ICCが抱える課題に ICCや

締約国が対処することの重要性にも触れられました。翌 10日にはルビオ米国

務長官に日本政府の立場を伝えられましたが、報道によれば、同長官は制裁

は必要だとの立場を崩さなかったとされています。日本政府が米国政府、赤

根所長、そして他の締約国と緊密に意思疎通を続けるとしていることを、私

たちは歓迎します。ただし、ICCの課題をめぐる議論は、ICCが正義を実現す

る力を強めるためのものであるべきで、米国の圧力を受けたもの、あるいは

圧力に配慮したものと受け取られるようなものであってはならないと考えま

す。 

8月に赤根所長が制裁対象とされた際、日本政府は、この措置は日本の立場

と相いれないと表明しました。しかし日本政府はこれまで、大統領令の撤

https://www.icc-cpi.int/news/bureau-assembly-states-parties-regrets-sanctions-against-icc-institution
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ila/ila/pageit_000001_03245.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ila/ila/pageit_000001_03245.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/pressit_000001_04277.html
https://www.nippon.com/ja/news/yjj2026101100132/
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回、そして ICCそのものへの制裁を含むいかなる制裁の解除も、自国の名で

公に求めてはいません。今こそ日本政府が、自国の名において公に、また米

国との二国間のやりとりにおいても、大統領令の撤回と、ICC、赤根所長を

はじめとする職員、そして ICCの活動を支える人々に対するすべての制裁の

解除を、はっきりと求めるよう強く要請します。 

2. 米国政府の制裁が ICCとその協力者に及ぼす影響を食い止めるため、とりう

るあらゆる措置をとること。日本の場合、「国際刑事裁判所の特権及び免除に

関する協定」の締結や、国内での対抗立法（ブロッキング法）の制定の検討

などがこれにあたります。 

3. ローマ規程からの脱退を各国に迫る米国政府の動きに対抗する措置をとるこ

と。ナウルの ICC脱退の決定は、アジア太平洋地域の締約国にとって憂慮す

べき事態です。日本政府は、太平洋・島サミット（PALM）などを通じて、太

平洋島嶼国と長年にわたり協力関係を築いてきました。PALMでは、ナウル

を含む太平洋島嶼国と日本の首脳が、「国際法に沿ったルールに基づく自由で

開かれた国際秩序」へのコミットメントを確認しています。日本政府は他の

国々とともに、ナウル政府が決定を見直し、正義と国際法を支持する側にと

どまるよう働きかけるべきです。また、すべての締約国、とりわけアジア太

平洋地域の締約国と積極的に連携して、米国政府の圧力に対抗する戦略を練

り、締約国の結束を保つべきと考えます。 

世界で最も重大な犯罪に正義がもたらされるかどうかは、自ら創設した裁判所であ

る ICCを締約国が支え抜く決意にかかっています。日本政府がこの重大な局面にし

っかりと応えられることを切に期待しております。 
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